ハンドマイク演説参考例
二〇一一年六月九日　県政策宣伝センター

　●●のみなさん、こんにちは。日本共産党●●支部（後援会）です。この場所をお借りして、日本共産党の訴えをさせていただきます。よろしくお願いいたします。

　「内閣不信任決議」、「菅首相の退陣騒動」と今月初めから国会は大騒動です。この騒動に被災地の方からは「こんな時に何をやっているんだ」と強い怒りの声があがっています。日本共産党は、党利党略の自民党・公明党にはくみすることはできないが、消費税増税、ＴＰＰ参加、原発推進を続ける菅内閣を信任することもできないという立場から、内閣不信任決議案には棄権という態度をとりました。不信任決議案が否決されると一転して民主党と自民党の「大連立」の動きが起こっています。大連立の本当の狙いは何でしょうか。震災の問題では、与野党で対策会議を12回もやって立場の違いを超えて協力し合ってきたので、「震災対策」が大連立の目的ではありません。実は、民主党政権は震災前から「税と社会保障の一体改革」というものを進めてきました。これは社会保障費の削減をすすめ、消費税を増税するという自民党がこれまですすめてきた路線そのものです。これが今月にいよいよ具体化される。そこで民主党は自民党の協力を得たい、自民党もこの路線のまま政治をすすめたいという思惑が一致したのが「大連立騒動」の真相です。
　日本共産党は、救援と復興のための提案を積極的に行い、被災者と国民を苦しめる悪政には堂々と立ち向かうという姿勢でがんばっています。
　大震災の直後から日本共産党は対策本部をつくり、被災者救援・復興に全力をあげています。救援募金は６億５千万円を超え、自治体や農漁業団体に届けています。募金にご協力いただいたみなさんに心から感謝すると同時に、被災地は大変な状況がまだ進行中です。あらためて救援募金にご協力をお願いいたします。また、日本共産党愛知県委員会は、宮城県へ救援・復興ボランティアも行っています。農家の泥出し、救援物資届けなどの活動をしていますが、人手が足りていないのが現状です。救援・復興ボランティアをいま大募集中です。ぜひご一緒にボランティアに参加しませんか。よろしくお願いします。
　原発とエネルギー政策をどうするかが今問われています。日本共産党は原発からの撤退を決断し、自然エネルギーへ転換して原発をゼロにする期限を切ったプログラムの作成を政府に求めています。「原発を止めてほしい」という国民の運動と日本共産党の議会での追及、申し入れによって静岡県にある浜岡原発は停止しました。しかし、原発は停止してもずっと冷却を続けなければならないので、災害時に事故が起こる危険が残ります。停止にとどまらず廃炉にする運動がいま、大事です。浜岡原発を廃炉にする署名にご協力下さい。「でも電力不足が心配」という方もいると思います。実は国内にある原発54基のうち、現在稼働しているのは17基しかありません。それでも停電は起きていません。節電や原発以外の発電の余力で対応できているからです。さらに日本はダムなしの水力、太陽光、地熱など莫大な自然の資源があり、専門家も原発を廃止し再生可能エネルギー中心へときりかえることも十分可能と指摘しています。ドイツでは２０２２年までに原発撤退を閣議決定しました。日本も今こそ原発撤退を決断し、自然エネルギーへ政策を転換する時です。
　

　日本共産党の不破社研所長が原発問題の本質を解明したパンフレットが、メディアからも「よく分かる」「一読をおすすめしたい」と注目を集めています。１冊１５０円です。ぜひお読みください。また、日本共産党が発行している「しんぶん赤旗」は、「テレビや一般紙をみていても真実が伝えられているとは思えない。『赤旗』を読んでみたい」とメールや電話で購読を申し込む方が相次いでいます。ぜひしんぶん赤旗をお読みください。日刊紙は２９００円、日曜版は８００円です。
　以上でこの場所からの宣伝を終わらせていただきます。ご静聴ありがとうございました。
